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５月 21 日，文部科学省は，「教職員の配置等の在
り方に関する調査研究協力者会議」の初会合を開い
た。本年度で終了する第７次教職員定数改善計画後

の教職員定数のあり方を検討する会議である。 
   30 人学級を導入しなかった理由 
 今回の協力者会議では，30 人学級の導入の是非が

最大の検討課題となる。30 人学級については，第７
次改善計画策定の際も議論されたが，このときは 40
人学級の枠組み自体は変更せず，代わりに少人数教

育の導入を行った。 
 その理由について，当時の協力者会議が出した報
告書「今後の学級編制及び教職員配置について」（平

成 12年）は，次のように述べている。 
(1) 学級を生活集団の機能から考えると，児童・ 
生徒の社会性を育成する場や互いに切磋琢磨する

場として，学級には一定の規模が必要である。 
(2) 学級と異なる学習指導で，多数の教職員が個々 
の児童・生徒とかかわることが，きめ細かな指導

を行い，児童・生徒の個性を育んでいくうえで効
果的である。 

(3) 学級規模と学習効果の相関について，客観的・ 

実証的な比較が困難なこともあって，学習効果の
うえでの適正規模等に関する定説的な見解が見い
だせない。 

 第７次の改善計画は，30 人学級は導入しなかった
が，「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定
数の標準に関する法律」を改正して，①少人数指導

のための教員加配を措置し，②都道府県に特例的に
40人を下回る学級編制基準を設定できる権限を認め
た。 

また，平成 15 年には，文部科学省通知で標準法
が定める「標準」の解釈を緩和し，具体的な学級編
制に際し，都道府県および市町村である程度の弾力

的措置がとれるようにした。 
 こうした学級編制の弾力化措置により，すでに 42
道府県において低学年の学級編制基準を引き下げる

などの措置がとられている。 
 今回の協力者会議の発足に先立ち，５月 10 日，
中央教育審議会は，義務教育特別部会において「こ

れからの教職員配置等の在り方」について議論を交
わした。そこで出された主な意見を紹介すると，次
のとおりである。 

    中教審特別部会で出た意見 
・少人数学級を導入したら，学力が向上し，子ども 
に落ち着きが生まれ，不登校数が減少するなど定

性的な効果があった。 
・少人数 35 人学級を目指してもらいたい。その際， 
校長の裁量を入れた運用を考えてほしい。 

・少人数学級の推進は，都道府県や市町村の裁量で 
行うことには無理がある。国の財政的負担のもと
で導入すべきだ。 

・財政的制約があるならば，まず，低学年の 30人 
学級を優先すべきだ。 
・15人，16 人学級の学級では生活集団としては不 

十分ではないか。上限だけでなく，20人以上の学
級というような下限を設けてほしい。 

・一人超えたら学級を分割するのではなく，柔軟な 

工夫を考えるべきだ。 
 中教審の鳥居部会長は，特別部会で出された意見
をさらに具体的に詰めるよう文科省に要請して，今

回の協力者会議の発足となったわけである。 
 協力者会議は，今後，月２～３回のペースで精力
的に検討を進め，できれば６月下旬に開催が予定さ

れている中教審の合宿集中審議に検討内容が反映さ
れることも視野に入れているようだ。 
（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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